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序章　本稿の目的

問題の所在
　源泉徴収制度は納税義務者の納税義務を
補完するための徴収確保を目的として制定
され１、第三者である徴収義務者に徴収納
付義務を負わせるものである２。このた
め、課税権者（国若しくは地方公共団体）
と徴収義務者（以下「徴収義務者」若しく
は「支払者」）及び本来の納税義務者（以
下「納税義務者」若しくは「所得者」（受
給者））の三者構造がある３。課税権者で
ある国と納税義務者（所得者）との直接の

関係は切断されており、課税権者である国
と徴収義務者（支払者）との公法上の法律
関係、及び徴収義務者（支払者）と納税義
務者（所得者）との間の私法上の法律関係
とが同時に存在する４。
　源泉徴収制度は、申告納税制度を中心と
するわが国の租税制度からみても５、徴収
義務者のコスト負担や納税義務者の自発性
喪失を招くことになるが６、源泉徴収制度
に多大に寄与する給与所得の源泉徴収につ
き７、判例はこれを合憲とする８。しかし、
源泉徴収の対象となる取引には、より複雑
な仕組みをとるものも多く９、源泉徴収の
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１ 金子宏「わが国の所得税と源泉徴収制度」『所得課税の法と政策』（有斐閣、１９９６）。
２ 金子宏『租税法（第１４版）』（弘文堂、２００８）７０９-７１０頁。
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前提となる自動確定性（税通法１５条）は、
課税処分にあたる手続を法律に明定しない
実体法上の擬制（フィクション）であると
未だに指摘されるところである１０。

本稿の検討対象
　本稿は、源泉徴収義務をめぐるこのよう
な問題を顕著に示す事案として、近年の金
融取引における源泉徴収に係る訴訟である
デットアサンプション取引判決及び、レポ
取引判決を取り上げ検討する。徴収義務者
（支払者）が、本来の納税義務者（所得者）

に代わり、課税権者を相手どって訴訟当事
者とされることをも余儀なくされているこ
と、或いは、納税者（徴収義務者）敗訴事
案において、その徴収義務者（支払者）に
よる負担源泉所得税について検討の余地が
ある。
　また、現行の金融取引事例につき１１、源
泉課税のあり方を確認することで、金融取
引における所得の帰属或いは金融資産負債
の所有帰属の判断は必ずしも容易ではない
ことが理解でき、新たな金融取引に対する
課税において、共通問題の示唆ともなり得
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３ 三者構造を検討するものとして、清永啓次「給与所得を巡る課税上の法律関係」税法３００号（１９６２）
４７頁、中山治三郎「源泉徴収義務者の法的地位」税法１３０号（１９６２）１０頁、須貝脩一「源泉徴収義務
の法的地位について」税法１３８号（１９６２）１頁、北野弘久「源泉徴収の法律関係の構造」『税法学の基
本問題』（成文堂、１９７２）２８１頁、茂木繁一「所得税の源泉徴収をめぐる法律関係について」税大論叢
５号（１９７２）１６９頁、雄川一郎「源泉徴収に関する訴訟」租税２号（１９７４）１４５頁、清水潔「給与所得
者源泉徴収制度の法律関係」税法３１２号（１９７６）３３頁・３１３号（１９７７）１頁・３１４号（１９７７）１頁、福家
俊朗「源泉徴収制度の法的論理構造の検討」租税１１号（１９８３）９６頁、加藤義幸「源泉徴収をめぐる諸
問題-納税義務者と納税者及び負担者の関係を再考」税法５５８号（２００７）４３頁、畠山武道「源泉徴収制
度の法律関係・争訟手続」日税１５巻（１９９１）２４５頁、松沢智「源泉徴収」『租税実体法（補正第２版）』
（中央経済社、２００３）３７４頁等。
４ 金子・前掲注２・７０９頁。
５ 金子・前掲注１・１６２頁は、シャウプ勧告で注目されることは、給与所得について、源泉徴収のたび
ごとに税額を所得者に通知すべきこと、やがては年末調整を税務署に移管すべきことを勧告していた
ことであるとする。
６ 水野忠恒『租税法（第４版）』（有斐閣、２００７）１０３-１０５頁。
７ 国税庁「平成１８年度租税及び印紙収入予算・決算額」（国税庁レポート・www.nta.go.jp）によれば、
所得税徴収のうち金額の８１．７９％は源泉徴収による。
８ 最大判昭３７・２・２８刑集１６巻２号２１２頁は、源泉徴収による徴税は、憲法３０条及び８４条に由来して公
共の福祉によって要請されるものであるから、徴収確保の必要性が認められ、源泉徴収を採用するこ
とが不合理でないと認められる場合には、納税義務者と特別の関係があり、租税の徴収に便宜のある
者に特別の義務を課することは憲法１４条に違反しないとする。また、最大判昭６０・３・２７民集３９巻２号
２４７頁は、給与所得の源泉徴収を定める税通法の規定と所税法（改正前）の規定及び必要経費の控除
について事業所得者等と給与所得者との間に区別を設けた所税法の規定は憲法１４条に違反しないとす
る。しかし、給与所得の源泉徴収の問題としても、最近の事案に「破産管財人判決」（大阪高判平２０・
４・２５金法１８４０号３６頁（上告受理申立）、大阪地判平１８・１０・２５判時１９８０号５５頁）があり、その実務上
の問題が指摘されている（佐藤英明「破産管財人が負う源泉徴収再論」税事１０３号（２００８）２５頁等）。
なお米国においても類似の事例がある（Otte, Trustee in Bankruptcy v. United States et al, ４１９ U.S. 
４３）。
９ 畠山・前掲注３・２４７頁。国際課税の分野から源泉徴収の法律関係を論ずるものとして、水野忠恒
『国際課税の制度と理論- 国際租税法の基礎的考察』（有斐閣、２０００（初出１９８５ほか））等。
１０ 新井・前掲注３・３５頁、水野・前掲注６・８７-９０頁。給与以外の源泉徴収を論ずるものとして、水野
忠恒「給与等以外の源泉徴収制度」日税１５巻（１９９１）１３３頁等。

１１ 本稿において、金融取引そのものの限定的な定義を行うことは意図していないが、中里実『金融取
引と課税』（有斐閣、１９９８）７頁は、「金融取引」を、決済（実物取引等のやりとり）、投資（実物資
産への投資と、リスク・キャピタルの提供）、金融仲介（金融機関の金融サービス提供行為）に分ける
ことができるとする。
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ると考える。

第１章　源泉徴収の徴収義務

　本章では、源泉所得税の実体法規定及び
主要判例を取り上げ、所得者の納税義務が
支払者の徴収義務へと如何に転換され、転
換された納税義務が如何であるかを整理
し、当事者性と自動確定性の観点から徴収
義務を考察する。

第１．１節　租税法規定上の徴収義務
第１．１．１款　本来の納税義務の転換
　所得者の所得に対する源泉徴収は、支払
者（所税法６条）が原則として、その支払
の都度行い（所税法１８１条、２０９条の二、
２１０条、２０４条、２０７条）、これを課税権者で
ある国に納付することとされている（所税
法１８３条、１９９条、２０３条の二、２１２条１項、
３項）１２。租税手続上、源泉所得税の当事
者として定義される「納税者」は、支払者

のみに限定され（税通法２条五号）、源泉
所得税の「納税義務」は、支払者の対象所
得支払時に成立し（税通法１５条２項二号）、
自動確定の建前がとられている（税通法１５
条３項二号）１３。
　源泉所得税の課税要件は１４、「所得者の
所得」に対する支払であるから、所得者に
も源泉徴収される義務（「源泉納税義務」）
があるものと考える余地もあるが、法定は
されていない。学説は「納税義務説」と
「受忍義務説」がある。前者は、支払者が
給与等を支払い、その徴収義務が確定する
度毎に、所得者の納税義務が課税期間中に
確定（蓄積）してゆくものであるとし、後
者は、支払者が給与等を支払う度に納税義
務は確定せず、所得者の源泉徴収に関する
所得者の受忍義務が想定されうるにすぎな
いとする１５。いずれを是とするかは理論上
の問題となるが１６、現行の法令解釈では、
所得者における重畳的確定はありえないと
されており１７、少なくとも理論上の「納税
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１２ これら実体法の立法趣旨を解説するものとして、志場喜徳郎＝荒井勇＝山下元利＝茂串俊『国税通
則法精解（第１２版）』（大蔵財務協会、２００７）、武田昌輔監修『DHCコンメンタール国税通則法』（第一
法規、１９８１）・『DHCコンメンタール所得税法』（１９８３）・『DHCコンメンタール法人税法』（１９７９）等。
また、「支払」の定義は、課税実務上、通達に事例が掲げられているのみで法定されていない。水野・
前掲注９・１７２頁は、通達（所税基通１８１-２２３共１、共２、共３）に従えば、代物弁済、供託、相殺、
債務免除（民法４８１条、４９４条、５１９条）も「支払」に該当すると解されることになると指摘する。

１３ 志場ほか・前掲注１２・２４１頁。
１４ 本稿では、次の通り用語統一する。１．税通法２条二号において「源泉徴収による国税」と定義さ
れる税を「源泉所得税」とする。また所税法は、源泉所得税と個人の申告納税に係る税の双方を規定
するが、後者の税を「申告所得税」とする。なお、いずれも通称である。２．源泉所得税の支払者に
おける徴収納付義務を単に「徴収義務」とする。更に、徴収義務のうち支払者の納付を強調する場合
「徴収納付義務」とし、支払者の納付がその徴収に先行することを強調する場合「負担納付義務」と
する。３．所得者において支払者を通じて源泉所得税を徴収される義務を、租税実体法上の規定は存
在しないが「源泉納税義務」とする。また、所税法及び法税法に規定される所得者の申告による納税
義務を「申告納税義務」とする。

１５ 松沢･前掲注３・３８７-３８８頁は、前者の立場をとるものとして忠佐市「租税債務確定の理論（第三
部）」法学新報８０巻６号（１９７３）６２頁（支払者の徴収義務と所得者の納税義務は表裏一体であること
を実体法は要件にしておらず、ただ徴収納付義務が成立、税額の確定、履行という表面の動きを示し
ている内面においては、本来の納税義務の成立、税額の確定、履行が併行して内包されているという
論理構成がとられてよい、これを分離併行説と呼ぶ）、茂木・前掲注３・１１９頁（申告納税の予納的性格
をもつ納税義務が個々の支給時において所得者に成立確定しているとする）、後者の立場をとるもの
として山田・後掲注３７・１１８頁・竹内寅太郎・税法１３７号であると分類する。その他、学説整理として、
加藤･前掲注３がある。

１６ 松沢･前掲注３・３８７-３８８頁。
１７ 志場ほか・前掲注１２・２４１頁。



義務説」は採られていない。
　支払者が法定納期限までに源泉所得税を
納付しないときは、課税権者は支払者に対
し、納税告知により（税通法３６条１項二
号）、いわゆる「強制徴収」を行う（所税
法２２１条）１８。納税告知を受けた支払者は、
源泉所得税を一旦自己負担して課税権者に
納付することになる。また、源泉所得税の
附帯税（不納付加算税（税通法６７条）と重
加算税（税通法６８条３項））は支払者に課
される。更に、支払者が所得者に対し民事
上の求償（所税法２２２条）をしなかった場
合には、所税法の要請として、所得者に対
する所得の追加払いとみなして更に支払者
に源泉所得税（いわゆる孫税）を課すとさ
れている１９。これに対応する支払者への措
置として、所得者に対する求償（若しくは
次の支払から徴収）が認められている（所
税法２２２条）２０。しかし、この求償は民事上
の支払請求権に基づくものと解されてい 
る２１。
　一方の所得者においては、「徴収された

源泉所得税とみなす」公法上の措置が講じ
られている（所税法２２２条後段）。また、源
泉徴収の規定の適用により源泉所得税の徴
収がなされたときは、所得者において、そ
の所得税の還付・充当につき、「支払者の
納付があったものとみなす」規定がある
（所税法２２３条）２２。これらの支払者と所得
者を巡る二つの法律関係を見ると、公法上
の支払者の「徴収義務」には、所得者の
「源泉納税義務」のみならず、支払者が所
得者に対して、所得者に帰属する所得（財
産）から源泉所得税を徴収する権利（徴収
権）をも含んでいないことになる。これ
は、納税義務者（所得者）の「納税義務」
が徴収義務者（支払者）へと転換されてい
ることを意味する２３。
　源泉所得税は自動確定の租税であり、い
かなる租税手続が「処分」にあたるかは必
ずしも明確ではないが、現行の法令解釈は
これを「納税告知」であるとしている２４。
課税権者の「処分」に対しては、源泉所得
税に限らず、処分当事者がその取消訴訟を
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１８ 武田監修・前掲注１２（『所得税』）・８６６１-８８６２頁。
１９ 武田監修・前掲注１２（『所得税』）・８６６４頁。但し、孫税については、明文規定はない。
２０ 金子・前掲注２・７０９頁。武田監修・前掲注１２（『所得税』）・８６６２頁。なお、徴収義務者（支払者）は、
所税法２２１条により強制徴収をされても、所得者と支払者との関係における所得者の義務（所得税を
源泉徴収されることの受忍義務）は依然として残っている。従って、支払者の求償権を所得税法上明
らかにしたものであるとする。

２１ 武田監修・前掲注１２（『所得税』）・８６６２頁。
２２ 武田監修・前掲注１２（『所得税』）・８６７１頁は、昭和２８年の改正により、支払者が徴収していれば、た
とえ国に納付されていない場合にも、一応過納額は所得者に還付し、支払者に対しては別個に強制徴
収等の処分が行われることとされたとする。なお、「平成４年判決」（次節）は、確定申告における算
出税額から控除されるべき「源泉徴収をされたまたはされるべき税額」とは、所税法上、正当に徴収
されたまたは徴収されるべき税額であるとする。従って、所得者においては、支払者の徴収納付に無
関係に、正当な源泉所得税が課されたものとみなされるということになる。

２３ 米国における源泉徴収は、Income Taxes（所得課税）の一環として、歳入法（IRC, ２６ USCS）によ
り規定がなされている。源泉税は所得者の申告における最終税額に対する控除とされ（IRC§１４６２）、
所得者によって支払があった場合には、源泉徴収者からの徴収は行われないが（IRC§３４０２）（d）、
IRC§１４６３）、源泉徴収者の徴収違反に対するペナルティーが免れるものではない（IRC§３４０２）（d）後段、
IRC§１４６３後段）。また、源泉税の過納付があった場合は、源泉徴収者がその徴収納付を行ったもので
ある限り、その源泉徴収者に対する還付若しくは控除となる（IRC§１４６４）。米国の源泉徴収において
は、支払者が源泉徴収義務を負うものの、源泉徴収義務者は他の者に対し、源泉徴収の規定を根拠
に、いかなる債務も負わないとされる（IRC§３４０３, ３４０２（q）（７）、§１４６１）。（我が国の支払者と所得者
間の私人間の法律関係は必ずしも肯定されていない。）。

２４ 志場ほか・前掲注１２・８０４頁。
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提起することができる（税通法８０、１１４、
１１５条）とされ、自動確定である源泉所得
税には、過誤納金の還付手続（税通法５６
条）の適用があると解されている２５。実際
の租税争訟では、源泉所得税の抗告訴訟と
して、納税告知処分取消訴訟と誤納金返還
請求訴訟とが並存している。
　なお、源泉所得税は自動確定の租税であ
るため、国税の賦課権の期間制限（除斥期
間）（税通法７０条）の適用がなく２６、国税
の徴収権の消滅時効（税通法７２条）が適用
され、法定納期限から５年間（税通法７２条
１項）である。納税告知は徴収権の時効の
中断事由となる２７。還付金等に係る国に対
する請求権の消滅時効は５年であり（税通
法７４条１項）、過誤納の生じた翌日が起算
点となると解されている２８。従って、納税
告知処分取消訴訟と誤納金返還請求訴訟と
では、提訴期間が異なる２９。但し、いずれ

にしても、支払者は訴訟当事者であり、原
告適格を有していると解されている３０。

第１．１．２款　徴収義務者の徴収義務
　次に、租税実体法である所税法、及び法
税法における本来の「納税義務者」とされ
る「所得者」に係る課税規定について確認
する。所得者に申告義務があり、源泉徴収
が最終の課税関係とならない課税を「申告
課税」、所得者に申告義務がなく源泉徴収
のみで課税関係が終了する課税を「源泉課
税」とすると３１、代表的な「源泉課税」は
「個人給与所得」である３２。その他にも源
泉課税である場合があり、一部の「個人金
融所得」３３や恒久的施設を有しない外国法
人若しくは非居住者の一部の国内源泉所 
得３４について、所得者の申告が不要か若し
くは申告義務がないとされ、「源泉課税」
に該当する。

７１

２５ 金子・前掲注２・６３４頁。
２６ 志場ほか・前掲注１２・７０４頁。
２７ 時効は、納税告知に係る納期限後更に進行する（税通法７３条１項三号）。
２８ 志場ほか・前掲注１２・７６７頁。
２９ 所得者が外国法人・非居住者であり、租税条約が適用される場合、源泉所得税の限度税率の適用
（税条約実特法３条の２）においては、届出書提出が定められており（税条約実特法１０条、同省令２
条）、更正の請求等による還付請求ができるとされている（税条約実特法省令１４条）（水野・前掲注９・
８３頁）。いずれも支払者を経由して手続はなされるものの、その還付請求の当事者は、所得者（相手
国居住者）と解される余地がある。水野・前掲注９・９０頁は、移転価格とは異なり、源泉所得税につい
ては租税条約に時効の規定がないため、わが国の憲法は条約を優先する（憲法９８条）とはいえ、国内
法が適用されると解されるとする。

３０ 畠山・前掲注３・２８８頁は、所得者に取消訴訟を認められないのは、不服申立前置の要否、出訴期間、
確定申告時までに確定判決がでないときの処置等の技術的問題もその理由であるとする。

３１ 金子・前掲注１・１２５-１７９頁は、概念上、源泉徴収と源泉課税とは区別する必要があるとする。本稿
では、所得者に申告納税義務があり、源泉徴収があってもそれが最終の課税関係とならない課税を
「申告課税」、その対比として、所得者に申告納税義務がなく、源泉徴収が最終の課税関係となる課税
を「源泉課税」とする。

３２ 年末調整（所税法１９０条）による申告不要（所税法１２１条）。なお、源泉分離ではなく申告不要の場
合には、所得者における還付申告が認められている（所税法１２２条）。中里・前掲注１１・５５０頁は、給与
所得の源泉徴収を源泉所得税のメインストリームであるとする。

３３ 個人金融所得については、税措法３条・利子所得の源泉分離、税措法８条の５・配当所得の申告不
要、税措法３７条の１１の３・特定口座内保管上場株式等の譲渡所得の申告不要等。なお、申告不要の所
得につき、他の特定口座譲渡損失との通算若しくは損失の繰越控除の適用等のための申告が認められ
る（税措法３７条の１０、３７条の１２の２）。

３４ 外国法人及び非居住者は、法税法１３８条四号以下及び所税法１６１条四号以下の国内源泉所得につき、
申告義務がなく（法税法１４１条四号、所税法１６４条四号）、源泉所得税で課税関係が終了する。本稿で
は、この四号所得以下の源泉徴収を「国際源泉課税」とする。



　「源泉課税」においては、私人である支
払者に転換された納税義務に大きく依存
し、所得者の所得に対する課税権者による
徴収機会は、支払者の徴収が最終となる。
　また、法人所得者と個人所得者では、所
得算定において根拠となる租税実体法の法
令が、前者は法税法、後者は所税法と異な
る上、所得者が必ずしも申告納税義務を
負っていない場合もあるにもかかわらず、
法人所得者には要請されない所得の種類
（性質決定）の判断や、申告義務のない所
得者の所得の存否の判断をも、支払者が負
うことになる３５。更に、支払者の徴収義務
として、この他、国外払の一部の国内源泉
所得につき、支払者が国内に恒久的施設を

有する場合には、その支払を国内払とみな
して、源泉徴収すべきことも定められてい
る（所税法２１２条２項）３６。

第１．２節　判例上の徴収処分
第１．２．１款　昭和４５年判決
　以上に見る支払者の徴収義務につき、最
一小判昭４５・１２・２４民集２４巻１３号２２４３頁
（「昭和４５年判決」）３７は、源泉徴収の納税告
知の徴収処分性、支払者の所得者に対する
所税法２２２条による求償に係る債権債務の
民事性、当事者の法律関係と所得者及び支
払者の権利救済を最高裁が初めて判示した
ものとして知られる。判決はまず、源泉所
得税の自動確定性を確認した上で、納税告

７２

筑波法政第４９号（２０１０）

３５ 水野・前掲注９・４１頁は、わが国の制度のもとでは国内源泉所得の分類に応じて課税方法も区別され
ているのであり、分離課税とならず源泉徴収もされないもの（所税法１６１条１号）、分離課税とならな
いが源泉徴収されるもの（２号・３号）、源泉徴収されうるもの（４号以下）とに区別され、４号以下
の所得は源泉徴収による分離課税がなされる場合を生ずるのであるが、源泉徴収の対象たりえないこ
とをもって課税管轄上も対象外としてしまうのは、それ以外にも課税方法が存在しないのでない限
り、他の源泉所得及び居住者・内国法人との公平を考えると不合理であろうとする。

３６ 武田監修・前掲注１２（『所得税』）・８６７１頁は、この規定を「代位納付制度」（支払者が支払先たる非
居住者・外国法人に代わって政府に納付すべき制度）（昭和４０年改正前所税法４１条２項）の統合による
ものとする。米国における国際源泉徴収（non resident withholding）は、Joint Committeeのレポート
（Tax Compliance and Enforcement Issues with respect to Offshore Accounts and Entities, JCX-２３-０９ 
(Joint Committee Print, ２００９)）によれば、次の通りである。米国において非居住者の投資家に対し、
定期的な利子、配当、賃料等（passive income）に源泉税が課される一方、１９８４年以後、ポートフォリ
オ利子（portfolio interest）には源泉税が課されない（IRC§８７１, ８８１）（at ２）。複数の解説者（Reuven 
S. Avi-Yonah, The Structure of International Taxation: A Proposal for Simplification, ７４ Texas Law Re-
view １３０１, １３０５-０８ (１９９６), Micheal J. Graetz and Itai Grinberg, Taxing International Portfolio Income, 
５６ Tax Law Review ５３７, ５４０-４１ (Summer ２００３)）によれば、事業関連所得は「源泉」地国で、非事業
関連所得は「居住」地国で課税することが、長年のグローバルな規範であり（at ５）、このグローバル
な課税権ルールによれば、「源泉」地で源泉徴収を行うことはむしろ例外的な課税である。一方、米
国が非居住者のpassive incomeに対する「源泉」地課税は、「グローバル規範」に反することになる
が、そもそも「何故源泉徴収なのか」といえば、税収確保性が認められること、或いは、米国財務省
が租税条約相手国との交渉時の道具となることなどが、一応の課税理由ではある（at ５）。なお、非居
住者に対する源泉徴収執行面で、所得種類の把握（income categorization）におけるequity swap等によ
る源泉税逃れなどの問題があり、配当に対し米国は、もっと積極的（give upせず）に源泉徴収を行う
べきとの議論もあり（at ８）、また、受給者（payee）の自己申告（self-certification）における実質所得
者の捕捉の問題につき、QI制度（Qualified Intermediary program）の整備等が課題となっている（at 
１２）。
３７ ＜判解＞可部恒雄・曹時２３巻１０号（１９７１）３９１頁、＜判批＞山田二郎・判評１４８号（１９７１）１１７頁、新
井隆一・ジュリ５０９号（１９７２）３３頁、清永敬次・シュト１１８号（１９７２）１頁、北野弘久・民商５６巻５号
（１９７２）１７０頁、岸田貞夫・税事４００号（２００３）５３頁、園部逸夫・行政判例百選Ⅰ１版（１９７９）１４５頁、木
村弘之亮・行政判例百選Ⅰ５版（２００６）１２０頁、前田文雄・租税判例百選１版（１９６８）１７６頁、村上義
弘・２版（１９８３）１７２頁、村上義弘・３版（１９９２）１７０頁、高木光・４版（２００５）２１４頁等。金子・前掲
注２・６８３頁は、源泉徴収の法律関係に関する最も重要な判例であるとする。
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知を徴収処分と位置づけ、更に支払者の所
得者に対する求償（所税法２２２条）が両者
間の民事債権債務となるとしている。ま
た、支払者は納税告知を受けた納税義務の
全部または一部の不存在の確認の訴えを提
起できるとの権利救済を示している３８。
　この判決に対し、公定力のない徴収手続
に処分性を認めることは問題であるとの指
摘がある３９。また、支払者の権利救済につ
いては、昭和４５年判決は、支払者は納税告
知を受けた納税義務の全部または一部の不
存在の確認の訴えを提起できるとしている
が、「徴収」手続である納税告知の取消訴
訟において、その取消事由として「課税」
手続の違法を主張することは許されておら
ず、納税告知それ自体の瑕疵だけでなく、
納税告知の前提となっている納税義務の存
否または範囲についても争うことができる
かは見解が分かれるところであるとの指摘
もある４０。
　しかし、昭和４５年判決以後の主要判決
は、いずれも同判決を維持し、源泉所得税
の支払者の租税債権と申告所得税の所得者
の租税債務には同一性のないことを確認し

ている４１。特に、所得者の申告所得税と源
泉所得税の関係を示したのが、最三小判平
４・２･１８民集４６巻２号７７頁（「平成４年判
決」）４２である。この判決に対し、源泉所得
税と申告所得税との各租税債務の間には同
一性がないという見解に加え、違法性の判
定基準にいわゆる総額主義をとることに
よって導かれる結論であるが、本件は、そ
の支払金についての所得者における所得の
種類（性質決定）が争点であり、この判断
を回避して全く法技術上の解決がはかられ
なかったことの妥当性には疑問が残るとの
指摘がある４３。更に、判決は「このように
解しても所得者はその不足分を即時かつ直
接に支払者に請求して追加支払を受ければ
足りる」とし、あくまで所得者の権利救済
にのみに言及しているのは問題である。

第１．２．２款　平成１６年判決
　次に、昭和４５年判決のいう「徴収処分」
としての納税告知が、如何に争われるかを
確認するため、最三小判平１６・９･７裁時
１３７１号１頁（「平成１６年判決」）４４を検討す
る。最高裁における争点は、納税告知取消

７３

３８ 納税告知の性質については、昭和４５年判決までの下級審判例は見解が分かれており、課税処分性を
認めるものとして、名古屋地判昭４１・１２・２２ （昭和４５年判決第一審）及び名古屋高判昭４２・１２・２８民
集２４巻１３号２２６９頁（昭和４５年判決控訴審）、岐阜地判昭３９・１０・１２行集１５巻１０号２０２頁（「岐阜判決」）
が、反対するものとして、岐阜判決の控訴審（名古屋高判昭４２・１１・２９行集１８巻１１号５０３頁）（「岐阜判
決控訴審」）があった。

３９ 例えば、畠山・前掲注３・２８５頁。
４０ 山田・前掲注３７･１１９頁。
４１ 岸田・前掲注３７・５６頁は、判決の傾向として、昭和４５年判決の趣旨に反するものは存在しないようで
あるとする。

４２ ＜判解＞青柳馨・最判解民事平４（１９９５）４６頁・法時４６巻２号（１９９４）１６９頁、＜判批＞吉良実・民
商１０７巻３号（１９９２）４３１頁、水野忠恒・ジュリ１０２４号（平４重判）（１９９３）６２頁、浅沼潤三郎・判評４１４
（判時１４５８）号（１９９３）１９６頁、牛嶋勉・税研１０６号（２００２）２０４頁、佐藤孝一・税経通信４７巻９号
（１９９２）１９２頁、吉村典久・租税判例百選４版（２００５）２１６頁等。事案は、所得者（被用者）が支払者
（雇用者）から債務免除等を受け、これを一時所得として申告所得税の申告を行い、給与所得として
徴収された源泉所得税の還付を求めたところ、税務署長が、その支払を給与所得と認定し、既納の源
泉所得税を適法であるとして更正処分を行ったため、所得者が、各支払が一時所得にあたると主張し
て、更正処分の取消を求めたものである。

４３ 浅沼・前掲注４２・１９９頁。水野・前掲注４２・６３頁も同旨。判決は取消訴訟の対象を総額主義としてと
らえているが、総額主義のもとでは税額に変更がある場合にのみ訴訟の対象となりうるとも指摘して
いる。



訴訟において支払者が争いうる租税債務の
範囲であり４５、総額主義的な徴収処分とし
ての納税告知の違法性と争点主義的な租税
債務（納税義務）の有無のいずれが訴訟物
として妥当であるかで対立するとされ 
る４６。申告納税の租税については、実務上
は総額主義が採られるものの、学説は争点
主義が有力であるが４７、源泉所得税の納税
告知では、総額主義によれば、納税告知処
分の対象である支払者と納期限によって画
される範囲で、争訟の両当事者は、自由に
その理由を主張することができることにな
り、他方、争点主義によれば、その処分の
前提として示される課税庁の認識対象たる
支払と所得の存否及び所得の種類（性質決
定）についての主張を行うこととなる４８。
　最高裁は、納期限と所得の種類が一致す
る限りで真に存在した支払と課税庁が納税
告知の際に存在すると考えていた支払に同
一性がなくとも、納税告知処分の適法性が
維持されると判断したが、これはいわば折
衷案であり、理論的に説明のつかないもの
であるとの指摘がある４９。また一方で、現
行の納税告知書の書式上、記載事項は、
「納期限」と「所得の種類」とされている
が、租税債務の成立原因と納付の目的に代
えて「所得の種類」等を記載されているに
とどめられているに過ぎないのであり、書

式からのみ処分の理論上の単位を導き出す
のは本末転倒であるとの指摘もある５０。い
ずれにしても、納税告知の取消訴訟におい
て、支払者に申告課税の更正処分もあわせ
て行われる場合のみ折衷主義的な判断とな
るのかは明確ではない。

第１．３節　徴収義務の考察
第１．３．１款　自動確定性の問題
　源泉所得税は、流通税とは異なり、所税
法に規定される所得に係る税である。ま
た、前節に見る通り、所得者の「納税義
務」を支払者に転換して、納付の自己負担
をさせているものである。従って、仮に自
動確定の租税であるとするならば、流通税
以上に、その租税要件事実の確認と税額算
定過程が極めて容易でなければならないこ
とになる５１。そもそも、自動確定の租税に
おいては、租税要件事実の認定が容易でな
いものは、法がその対象としていないと考
えられるところである５２。しかし古くか
ら、認定給与（賞与）等に伴う源泉所得税
の納税告知がなされることはよく知られて
おり、その自動確定性に疑義が生じてい 
る５３。
　認定給与（賞与）とは、役員給与の損金
不算入（法税法３４条）の規定により、課税
権者がその取引の法形式（若しくは会計処
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４４ ＜判批＞岸田貞夫・ジュリ１３０６号１９７頁、渕圭吾・民商１３２巻６号２２８頁、丸山慶一郎・訟月５１巻９号
２４４９頁、荻野豊・TKC税情１４巻１号６５頁、山本隆司・租税判例百選４版（２００５）２１８頁等。
４５ 渕・前掲注４４・９３６-９３７頁。岸田・前掲注４４・１９９頁は、源泉徴収処分につき処分理由に差し換えが
あった場合の適法性の問題としている。

４６ 渕・前掲注４４・９３６、９３８頁。
４７ 山本・前掲注４４・２１９頁。
４８ 渕・前掲注４４・９３８頁。
４９ 渕・前掲注４４・９３８頁。
５０ 山本・前掲注４４・２１９頁。
５１ 登免税の課税要件法定主義につき、登免税の軽減税率を規定する税措法（改正前）７８条の３第１項
の政令委任についての判例として東京高判平７・１１・２８行集４６巻１０・１１号１０４６頁がある。登免税の特
例について、同様に省令への委任の可否が争われた事案として、大阪高判平１２・１０・２４訟月４８巻６号
１５１９頁がある。

５２ 清水・前掲注３・４１-４３頁。
５３ 可部・前掲注３７・４０４頁（注５）、雄川・前掲注３・１４１頁（注３）、清水・前掲注３・４１-４３頁。
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理）とは異なる給与としての認定をした
上、役員給与の損金不算入等の更正処分を
行うものである。課税実務上、法税法の更
正処分と同時に、その更正処分の理由によ
り、支払時に遡及して給与所得の支払が
あったものとして、源泉所得税の納税告知
もあわせて行われ、平成１６年判決の事案も
これにあたる。認定給与（賞与）のみなら
ず、課税権者がその取引の法形式（若しく
は会計処理）と異なる認定をした上で処分
を行うものとしては、この他、行為計算の
否認規定（法税法１３２条、所税法１５７条）等
もあるが、その源泉所得税への適用につい
ては疑問が呈されている５４。
　認定給与（賞与）で行われる一連の課税
庁の処分を見る限り、源泉所得税の納税告
知処分では、課税庁による取引の法形式の
再構成（若しくは認定）による所得の種類
の決定が必ずしも禁じられていないことに
なる。しかも、申告納税の租税においては
青色申告の場合、課税庁が更正処分を行う
には帳簿書類の記録を覆すだけの調査及び
理由の提示を要するとされているのに対
し、源泉所得税の納税告知は、自動確定で
あるが故にいわば逆説的に、厳格な理由提
示は要求されていない。しかし、源泉所得
税においては、自動確定性を前提に、支払
者に所得者の納税義務が転換されているの
であり、支払者が、自動確定時にその「納
税義務」の判断を委ねられている上、この
ような課税庁による法形式の再構成（若し
くは認定）をも受忍すべき合理性は見出せ
ない。

第１．３．２款　当事者性の問題
　それでは、このような源泉所得税の納税
告知処分に対し、支払者は、当事者として

十分に争い得るのだろうか。以下に、支払
者の権利救済について検討する。昭和４５年
判決は、徴収処分である納税告知の取消訴
訟において、支払者がその前提である「納
税義務」の存否・範囲をも争い得ると判示
しているが、前節に見る通り、納税告知の
取消訴訟における訴訟物は、総額主義的に
徴収処分としての納税告知の違法性のみな
のか、争点主義的に支払の存否及び所得の
種類（性質決定）から租税債務（納税義
務）の有無自体なのか、平成１６年判決から
は判然としない。
　類似の問題は、課税権者と本来の納税義
務者、及び第二次納税義務者との三者間に
も見られる。第二次納税義務者の納税義務
は、源泉所得税における支払者のそれとは
異なり、本来の納税義務者に対する課税処
分があった後に、課税権者の「納付告知」
によって成立するという相違点はあるもの
の、いずれも、課税権者による「本来の納
税義務者」に対する課税処分との関係にお
いて、二次的な納税義務者（第二次納税義
務者若しくは徴収義務者たる支払者）が、
その本来の課税処分の違法性を争い得るか
という、類似の三者構造から生ずる問題を
有している。第二次納税義務者について
は、最二小判昭５０・８・２７民集２９巻７号
１２２６頁以後、本来の納税義務者に対する主
たる課税処分の取消訴訟の原告適格が認め
られていないものと解されていた。
　しかし、最高裁（最一小判平１８・１・１９
民集６０巻１号６５頁）５５は、第二次納税義務
者の不服申立適格を認めた。判決は、その
補足意見で、第二次納税義務者の納税義務
と、本来の納税義務者の納税義務とは別個
独立のものであるから、第二次納税義務者
は、自己の第二次納税義務の成立自体にか

７５

５４ 山田二郎「租税判例研究（最二小判昭４８・１２・１４訟月２０巻６号１４６頁判批）」税事７巻１号（１９７５）８
頁は、所税法１５７条が源泉所得税にも適用できるかは疑問であるとする。

５５ ＜判批＞川神裕・曹時５９巻９号２９５頁、川神裕・ジュリ１３３０号１３６頁、山田二郎・ジュリ１３２５号２５２頁等。



かわる問題として、納付告知処分の内容に
組み込まれた主たる課税処分の違法性を独
自に争うことができるというべきであり、
主たる課税処分の公定力は、第二次納税義
務者が自己に課せられた納税義務、すなわ
ち第二次納税義務を争うために、その要件
の一部を構成する主たる課税処分の違法性
を主張することを妨げるものではないとし
ている５６。この判決に対し、租税法の領域
に「公定力」の理論がどのように適用され
るかについては改めて検討されるべきであ
るが、主たる「課税処分」は第二次納税義
務の納付告知の要件に組み込まれていると
解すべきであるとの見解がある５７。
　同様に、源泉所得税においても、昭和４５
年判決に対して、現行の源泉所得税におい
ては、納税告知を「課税処分」に準じて考
え、「納税義務」の存否・範囲を争うこと
ができ、その効力を所得者に及ぼさないと
する解釈も不可能でないとの指摘が既にな
されている５８。支払者は課税権者に対して
現実に租税債務を負うのであるから、その
転換されたいわば二次的な納税義務につ
き、納税告知の取消訴訟において、その納
税義務の存否・範囲を争えないとするのは
不合理である。総額主義的に手続の瑕疵の
みを争うべくその原告適格が認められたと

しても、真に支払者の権利救済とはならな
いことになる。
　一方、納税告知処分の当事者とならない
所得者の納税告知処分に対する権利救済に
つき、行訴法改正（案）による取消訴訟の
原告適格拡大により５９、それが所得者に及
ぶかについての議論もなされている６０。改
正案９条２項の趣旨からすれば、所得者の
原告適格を否定するのは困難で、改正法案
の成立により源泉徴収の法律関係に関する
従来の考え方も変更を迫られることになる
とする見解６１、或いは所得者をその範囲に
含めるのは困難であるとの見解とがそれぞ
れある６２。しかし前節に見る通り、所得者
には課税権者との法律関係はなく、支払者
とのみ法律関係を持ち、かつ、徴収若しく
は求償された源泉所得税は自己に課された
とされるのであるから、あえて納税告知処
分の取消訴訟につき当事者適格が必要とは
考えにくいのではないだろうか。むしろ、
支払者の当事者適格が認められるにして
も、その訴訟負担の問題が依然として残る
ことに留意すべきである。

（筑波大学大学院ビジネス科学研究科 
企業科学専攻）
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５６ 泉徳治裁判官の補足意見である。
５７ 山田・前掲注５５・２５４頁。
５８ 山田・前掲注３７･１１９頁。
５９ 塩野宏『行政法Ⅱ（第４版）』（有斐閣、２００５）１２３頁は、原告適格の一般的な判断枠組をめぐって
は、法の趣旨に視野を限定する「法律上保護された利益」説と、「法的保護に値する利益」説（原田
尚彦『行政法要論』３７９頁）とがあり、判例は前者を採っていたとする。橋本博之「原告適格論と仕
組み解釈」自研８４巻６号（２００８）７７-７８頁は、２００４年の行訴法の改正は、取消訴訟の原告適格を実質
的に拡大するという立法者意思を受けて、特に処分・裁決の相手方以外の者に限定しつつ、裁判官に
よる法解釈の局面における必要的・義務的な解釈指針を法定するという、やや特殊な立法技術が用い
られたが、「オープンスペース」確保を立法趣旨としつつ、今度は逆に同条の解釈方法に縛りをかけ
る９条２項が追加されたことは、それ自体錯綜とした問題状況をよく示しているとする。

６０ 水野武夫「行政訴訟改正と税務訴訟」税法５５１号（２００４）１１７頁。
６１ 水野武夫・前掲注６０・１１７頁。
６２ 今村隆「原告適格の拡大- 第二次納税義務の原告適格」税弘５５巻１１号（２００７）１３６頁、酒井克彦「行
政事件訴訟法改正と租税訴訟」税大論叢４７号（２００５）３７４頁等。


